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【添付①】 事業内容、事業成果に関する写真 

 

1．米の生産性向上と営農の多様化を目的とする活動 

  

養鶏視察研修（1 月） 

137 名の篤農家が先行事業の養鶏実践農家を訪

問し、鶏舎の設置方法などを学んだ 

家庭菜園技術トレーナー養成研修（1 月） 

220 名の篤農家が参加し、乾季に適した野菜栽培

方法やぼかしの作り方について学んだ 

  

家庭菜園技術研修（1 月） 

トレーナー養成研修を受講した篤農家が講師補

佐として他の農家（計 698 名）を指導した 

養鶏技術トレーナー養成研修（2 月） 

241 名の篤農家が参加し、鶏の餌の配合方法や

鶏の病気への対処方法について学んだ 

 

 

養鶏技術研修（2 月） 

農家（計 694 名）が参加し、鶏の餌の配合方法や

鶏の病気への対処方法について学んだ 

稲作技術トレーナー養成研修（4 月） 

2 日間にわたり篤農家らが SRI 農法の 

主要テクニックについて学んだ 



 

 

稲作技術研修（4 月） 

SRI 農法の主要テクニックやメリットについて、 

計 987 名の農家が学んだ 

家庭菜園トレーナー養成研修（5 月：2 回目） 

篤農家らが家庭菜園実践のメリットや基礎的な実

践方法について学んだ 

  

家庭菜園技術研修（5 月：2 回目） 

農家（計 890 名）が家庭菜園の基礎的な実践方

法について学んだ 

稲作技術トレーナー養成研修（5 月：2 回目） 

計 299 名の篤農家が参加し、雑草管理や害虫管

理などについて学んだ 

  

稲作技術研修（5 月：2 回目） 

1,014 名の農家を対象に実施した 

SRI 農法による田植え研修（6 月） 

19 村の農家ら計 204 名を対象に SRI 農法による

田植えの実演を実施した 



  

SRI 視察研修(8 月) 

篤農家ら計 103 名が視察研修に参加した 

養鶏技術に関するトレーナー養成研修 

（9 月：2 回目） 

篤農家ら延べ 294 名が参加し、鶏が罹患しやす

い病気及びそれらの予防と治療方法等を学んだ 

  

養鶏技術研修（9 月：2 回目） 

農家ら計 701 名を対象に実施した 

稲作技術に関するトレーナー養成研修 

（10 月：3 回目） 

篤農家ら延べ 272 名が参加し、稲の収穫時期や

正しい収穫方法について学んだ 

   

稲作技術研修（10 月：3 回目） 

農家ら計 947 名を対象に実施した 

草の根獣医養成研修（10 月） 

各村の草の根獣医、村長、篤農家ら延べ 149 名

が参加した。地域評議会を通じて、研修を修了し

た草の根獣医に必要な獣医器具を提供した 



  

収穫高調査(11 月) 

伝統的農法と SRI 農法による米の収穫高を比較

する調査を実施した 

SRI フィールド集会（12 月） 

農家及びカウンターパートら計 249 名が参加した 

 

 

2．生活習慣が変わり、子どもや女性を中心とした住民の健康・栄養状態が改善されることを目的とする

活動 

  

リプロダクティブヘルスに関するトレーナー 

養成研修（1 月） 

計 92 名の保健ボランティアが参加した 

リプロダクティブヘルス研修（1 月） 

計 694 名の農家が参加し、妊娠中の健康管理や

妊産婦検診の必要性等を学んだ 

  

栄養に関するトレーナー養成研修（2 月） 

保健ボランティア（計 89 名）が参加し、栄養素や三

色食品群について学んだ 

栄養に関する研修（2 月） 

計 646 名の農家が参加し、日常生活で栄養素を 

バランスよく摂ることの重要性等を学んだ 



  

疾病予防に関するトレーナー養成研修（3 月） 

83 名の保健ボランティアが参加した 

疾病予防に関する研修（3月） 

農家ら（計 700 名）を対象に、乾季への移り変わり

に起こりやすい下痢症について指導した 

  

補完食に関するトレーナー養成研修（5 月） 

保健ボランティア（計 84 名）が参加し、補完食の利

点や調理方法を学んだ 

身体測定事前研修（5 月） 

5 歳未満児を対象とした身体測定の実施に向け

て、保健ボランティア（計 87 名）を対象に実施 

  

子どもの身体測定（5 月） 

計 1,401 名（うち、女児 658 名）の 5 歳未満児の身長と体重を測定した 



  

補完食の実演（年計 6回：6 月～11 月）（1 回につき、2 セット） 

年 6 回にわたって、乳児を持つ母親ら延べ 4,765 名を対象に、補完食の作り方の実演を 

保健センター職員、保健ボランティアらとともに実施した 

  

栄養に関するトレーナー養成研修（9 月：2 回目） 

保健ボランティアら計 85 名を対象に、イエローカー

ドの目的や活用方法等に関して指導した 

栄養に関する研修（9 月：2 回目） 

農家ら計 816 名が研修に参加した 

  

公衆衛生に関するトレーナー養成研修（10 月） 

保健ボランティアら計 88 名が参加し、各村の公衆

衛生の状況共有及び子どもの栄養状態と公衆衛

生の関連性等について学んだ 

公衆衛生に関する研修（10 月） 

農家ら計 912 名を対象に実施した 



 

 

公衆衛生キャンペーン（11 月） 

計 719 名が参加し、各村で清掃活動を行い、環境

美化の公衆衛生キャンペーンを実施した 

身体測定事前研修（11 月） 

5 歳未満児を対象とした身体測定の実施に向け

て、保健ボランティアやモデルファーマ－ 

（計 71 名）を対象に実施した 

  

子どもの身体測定（11 月） 

計 1,257 名（うち、女児 606 名）の 5 歳未満児の身長と体重を測定した 

 

 

3．ネットワーク構築・地域リーダー育成を目的とする活動 

  

リーダーシップ研修（2 月） 

各地区の地区評議員、村長、篤農家、保健ボラン

ティアら計 164 名が参加した 

若者対象の農業・保健研修 （2 月） 

148 名の若い農家が参加し、人生設計の必要性等

について学んだ 



  

村レベル関係者集会（3 月） 

各村において、村長、篤農家、保健ボランティアを

中心に、これまでの活動に関する経験共有や目標

設定について話し合った（参加者 1,030 名） 

プロジェクト運営委員会（3月） 

事業の主要カウンターパート（計 20 名）が参加し、

活動の進捗確認及び 2018 年度の活動計画立案

を行った 

  

郡レベル関係者集会（3 月） 

各郡において事業の関係者を対象に、事業の進捗

及び活動計画等について話し合いを行った 

（2 郡において計 178 名が参加した） 

州レベルの関係者集会（3月） 

州農林水産局や州保健局をはじめ、計 130 名の

事業関係者が参加し、事業の進捗及び活動計画

の共有を行った 

  

村レベル母親集会（4 月） 

各村の 5歳未満児をもつ母親（計 593 名）が 

参加した 

モデルファーマーミーティング（4 月） 

モデルファーマー及び保健ボランティアら 

（計 76 名）が参加した 



  

ネットワーク研修（4 月） 

篤農家、保健ボランティア、村長ら（計 151 名）が参

加し、コミュニティの発展を促す「ネットワーク」とい

う概念について学んだ 

若者対象の農業・保健研修 （5 月：2 回目） 

計 152 名が参加し、リプロダクティブヘルスについ

て学んだ 

  

保健衛生・栄養に関する情報共有集会（6 月） 

保健センター長、地区評議員ら計 16名が参加した 

食料・栄養安全保障に関する情報共有集会（6 月） 

篤農家、保健ボランティア、地区評議員、村長ら計

166 名が参加した 

  

リーダーシップ研修（6 月：2 回目） 

篤農家、地区評議員ら計 164 名が参加し、コミュニ

ティのリーダーとしての役割とその手法について 

学んだ 

農業技術に関する情報共有集会(8 月) 

篤農家ら計 146 名を対象に、農業技術の普及に向

けた農家間のネットワーク構築等に関して 

情報共有を行った 



  

村レベル母親集会（8 月：2 回目） 

5 歳未満児をもつ母親ら計 642 名を対象に集会を

開催した 

若者対象の農業・保健研修 （8 月：3 回目） 

若い農家ら計 183 名を対象に、コミュニティの発展

における彼らの役割や収入源を多様化する手段と

しての農業の可能性について指導した 

  

モデルファーマ－ミーティング（9 月：2 回目） 

各村の保健ボランティア及びモデルファーマ－計

79 名が参加した 

ネットワーキング研修（9 月：2 回目） 

篤農家、保健ボランティア、村長ら（計 179 名） 

を対象に、コミュニティ内のネットワーク構築に関す

る研修を実施した 

  

プロジェクト運営委員会（10 月：2 回目） 

事業の主要カウンターパート（計 19 名）が参加し、

今年度の活動成果の共有及び来年度の活動計画

立案を行った 

食料・栄養安全保障に関する情報共有集会 

（11 月：2 回目） 

地区評議員、篤農家、保健ボランティア、村長ら計

134 名が参加した 

 



4．自立的発展の核となる農民組合の組織基盤強化を目的とする活動 

  

情報共有集会（2 月） 

農民組合 4団体の理事ら計 23名が参加し、活動進

捗や今後の方向性等について話し合いを行った 

簿記研修（6 月） 

農民組合 4団体の理事ら延べ 70 名を対象に、

簿記に関する研修を行った 

  

リーダーシップ及びマネジメントに関する研修（7 月） 

農民組合 4団体の理事ら延べ 55 名を対象に、組合

運営における改善点の共有や理事らがとるべきリー

ダーシップ及びマネジメントに関する研修を行った 

ビジネスマネジメントに関する研修（7 月） 

農民組合 4団体の理事ら延べ 62 名を対象に、 

ビジネスプランの作成、進捗確認及び 

キャッシュフロー予測等について指導した 

  

農民組合視察研修（8 月） 

農民組合 4団体の理事ら 14 名を対象に、スバイリ

エン州にて活動している農民組合への視察研修を

行った。 

情報共有集会(8 月：2 回目) 

農民組合 4団体の理事ら及び州農林水産局農

協振興局長とともに、計 19名が参加した 



  

農民組合の分析レビュー（9 月） 

農民組合 4団体の理事ら延べ 67 名を対象に、各組

合のビジョンやミッションの見直し及び今後の活動の

見通しについて話し合いを行った 

プロジェクト運営委員会（9月） 

農民組合 4団体の理事と州農林水産局農協振

興局職員ら計 23 名が各組合の活動進捗、課題

及びその解決策等に関して意見交換を行った 

  

状況分析とビジネスチャンスに関する研修（10 月） 

農民組合 4団体の理事ら延べ 74 名を対象に 

実施した 

農民組合の製品・サービスの市場調査・開拓 

に関する研修（12 月） 

農民組合 4団体の理事ら延べ 59 名を対象に 

実施した 

 

5．その他 

  

日本大使館職員による事業視察（3 月） 日本大使館職員による第一年次中間視察（6 月） 

 



6. 購入した事務機器一覧 

カラープリンター（購入日：7月 12 日） コピー機（購入日：7月 26 日） 

LCD プロジェクター（購入日：10 月 5 日） ラップトップ（購入日：12 月 27 日） 

 



連携無償 自己資金
【収入の部】
　　　総収入 258,111.00 0

【支出の部】
１．現地事業経費 231,836.91 0
　　（１）直接事業費 86,103.16 0
　　　（ア）資機材購入費等 0
　　　（イ）ワークショップ等開催費 86,103.16 235.85
　　　（ウ）専門家派遣費 0
　　　（エ）研修員招聘費 0

　（２）現地事業管理費 145,733.75 0.00
　　　（ア）本部スタッフ（駐在）人件費 28,531.18 0.00
　　　（イ）現地スタッフ人件費 70,531.25 0.00
　　　（ウ）現地事務所借料等 4,320.58 0.00
　　　（エ）現地移動費 22,317.96 0.00
　　　（オ）会議費 0.00 0.00
　　　（カ）通信費 3,963.04 0.00
　　　（キ）事業資料作成費 1,737.42 0.00
　　　（ク）事務用品購入費等 6,748.67 0.00
　　　（ケ）本部スタッフ派遣費 7,583.65 0.00
　（３）情報収集費 0.00 0.00
　（４）その他安全対策費 0.00 0.00

２．現地事業後方支援経費 36.83 0
　（１）現地事業後方支援管理費 36.83 0
　　　（ア）本部スタッフ（事業担当）人件費 0
　　　（イ）本部スタッフ（経理担当）人件費 0
　　　（ウ）会議費 0
　　　（エ）通信費 36.83 0
　　　（オ）事業資料作成費 0
　　　（カ）事務用品購入費 0.00 0
　（２）その他安全対策費 0.00 0

３．一般管理費等 11,591.00 0

４．外部監査経費 1,320.00 0
  （１）現地外部監査経費 1,320.00 0
  （２）本部外部監査経費 0.00 0

　　支払実績 244,784.74 0

　　総支出 244,784.74 0
　　残高 13,326.26
　　利息等

法人番号：1010005015999　　　

（様式・項目名の変更等をしないでそのまま使用して下さい。）

（様式４－a）

日本ＮＧＯ連携無償資金収支表
（供与限度額未満の支出の場合）

公益財団法人　国際開発救援財団（FIDR）

カンボジア国
　自　２０１８年１月１日　　至　２０１８年１２月３１日    　　　　　　　　 （贈与契約上の通貨）


